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⾮課税投資制度であるＮＩＳＡ、ジュニアＮＩＳＡに、来年1⽉からつみた
てＮＩＳＡが加わります。昨年範囲が拡⼤したｉＤｅＣｏも⾮課税投資制
度の⼀種です。今回は、どの制度をどう使えば良いのか整理してみました。

『ポイント』
 ⾮課税投資制度はそれぞれに条件があり、⼈によって利⽤できる制度が限られる。
 ＮＩＳＡ、ジュニアＮＩＳＡとも中短期の投資向けと⾔える。
 ２０１８年１⽉スタートのつみたてＮＩＳＡは、⻑期定額投資によるつみたて効果（時
間分散効果）を狙った制度。つみたて効果は短期間ではあらわれにくい。市場動向にも
よるが、投資期間が⻑期にわたる場合は有効と考えられる。

 つみたてＮＩＳＡは投資できる対象商品が限られているが、低コスト等⼀定の基準を満
たしている。収益性に⽬⽴った特徴はないが、おおむねリスクとリターンのバランスは
とれていると⾔えよう。

 ｉＤｅＣｏは毎⽉⼀定⾦額を６０歳まで積み⽴てる⻑期投資の制度で、所得税・住⺠税
の節税メリットが⼤。運営管理機関によって投資可能商品、費⽤等に違いがある。
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制度の名称（愛称） ジュニアNISA NISA つみたてNISA iDeCo

制度相互間の制限 - -

期間 2016 - 2023 2014 - 2023 2018 - 2037 60歳まで

制度終了までの残り期間 6年間 6年間 20年間 -

投資可能期間 5年間 5年間 20年間 -

年間上限額 80万円 120万円 40万円 144千円～816千円

制度の上限 400万円 600万円 800万円 -

　投資家の年齢制限 18歳未満 20歳以上 20歳以上 20歳以上60歳未満

　投資対象 株式、公募投信等 株式、公募投信等
条件を満たしている投信のうち金融庁に届け
出が行われたもの。

運営管理機関が指定する金融商品（確定利
付き商品を含む）

　節税効果

・投資した資産の値上がり益、配当金、分配
金に課税されません。
（ただし損失が出ても損益通算の対象には
ならないデメリットがある）

・投資した資産の値上がり益、配当金、分配
金に課税されません。
（ただし損失が出ても損益通算の対象には
ならないデメリットがある）

・投資した資産の値上がり益、配当金、分配
金に課税されません。
（ただし損失が出ても損益通算の対象には
ならないデメリットがある）

・掛金が所得控除の対象となるため、所得
税・住民税が減額される（サラリーマンなら年
末調整で還付対象となる）。
・投資した資産の値上がり益、配当金、分配
金に課税されない。

　特徴

・一度に全額投資することも、何度かに分け
て投資にすることも可能です。
・非課税枠に空きが残っても翌年への繰越し
は出来ません。非課税枠をすべて使い切る
ことに気を取られて投資判断が歪まないよう
に注意することが肝要です。

・一度に全額投資することも、何度かに分け
て投資にすることも可能です。
・非課税枠に空きが残っても翌年への繰越し
は出来ません。非課税枠をすべて使い切る
ことに気を取られて投資判断が歪まないよう
に注意することが肝要です。

・コストが低い投信だけでなので、長期投資
に向いています。
・金融庁が指定した条件に合った投信しか選
択できないため、投資の自由度は低くなって
います。（例：内外債券の組み入れ比率合計
が50％以下、毎月分配型は不可等）

・運営管理機関によって、コスト、投資可能
商品のラインナップ、サービス内容等が異な
ります。
・掛金を止めてもコストはかかり続けるため、
無理のない金額での継続することが重要で
す。
・引出しが可能となるのは60歳以降のため、
資金使途の自由度は低くなります。

どちらか一方
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直近10年間の累積および積立収益率

累積収益率 積立収益率

国内株式 27.28% 76.82%

先進国株式 50.72% 95.64%

新興国株式 10.53% 51.85%

国内REIT 29.05% 68.27%

先進国REIT 41.23% 97.14%

国内2資産バランス 32.61% 41.88%

先進国4資産バランス 40.59% 51.52%

世界8資産バランス 41.85% 58.23%
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直近5年間の累積および積立収益率

累積収益率 積立収益率

国内株式 151.25% 39.23%

先進国株式 142.26% 37.77%

新興国株式 75.84% 28.10%

国内REIT 94.05% 13.87%

先進国REIT 119.23% 28.98%

国内2資産バランス 69.77% 21.03%

先進国4資産バランス 82.89% 22.46%

世界8資産バランス 85.14% 22.13%
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（バランス・タイプの各資産の組み入れ率は実際のファンドの均等バランス型を参考にしています）
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ライフステージ 30歳前後の若年層 40歳前後の子育て層 50歳前後の資産形成層 60歳以上のリタイア層

利用可能な制度
NISAまたはつみたてNISA
iDeCo

NISAまたはつみたてNISA
ジュニアNISA
iDeCo

NISAまたはつみたてNISA
iDeCo

NISA
ジュニアNISA（贈与）

想定される投資目的
住宅取得資金
年金の補完、等

教育資金
住宅取得資金
年金の補完、等

年金の補完、等
老後資金
孫への贈与、等

新たに制度の利用を始める
場合の留意点

・積極的なリスクテイクが可能。
・つみたてで時間分散を図るこ
とが望ましい。
・iDeCoは預入を止めた場合の
デメリットが大きいので、無理の
ない金額でスタート。節税効果
を最大限に生かすために、でき
るだけ早くスタートすることが有
利。

・積極的なリスクテイクが可能。
・つみたてで時間分散を図るこ
とが望ましい。
・ジュニアＮＩＳＡも併用して、非
課税枠を最大限利用するととも
に、将来の資金使途を明確にし
ておくことが望ましい。
・iDeCoは預入を止めた場合の
デメリットが大きいので、無理の
ない金額でスタート。節税効果
を最大限に生かすために、でき
るだけ早くスタートすることが有
利。

・資産分散等により、全体のリ
スクを徐々に抑えていくことが
望ましい。
・つみたてによる時間分散効果
は限定的。つみたてＮＩＳＡより
もＮＩＳＡでの安定運用を考え始
める時期。
・iDeCoもＮＩＳＡも上限金額まで
利用して、非課税効果を最大限
に享受したい。

・老後資金や退職金の運用は、
資産分散等によりリスクを抑制
気味にするのが望ましい。
・時間分散効果はあまり期待で
きないため、つみたてを始める
のは不向き。
・孫への贈与資金は、積極的な
リスクテイクが可能。
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本レポート作成基準日現在における情報をもとに作成しておりま

すが、当該情報の正確性を保証するものではありません。

 ＭＡＢは、本レポートの利用に関連して発生した一切の損害につ
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財産権等一切の権利は三菱アセット・ブレインズ株式会社（以下、
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